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  論文題目（外国語の場合は，その和訳を併記すること。） 

      

社会一般における発達障害に対する認識と態度の関連性：「発達障害」概念の観点による検討 

 

  論文要約 

 本論文では，発達障害に対する社会一般の人々の態度に焦点を当て，態度への影響要因とし

て診断名と発達障害への認識の2つを取り上げた。研究1から研究6までを通して1)個別の診断名

と「発達障害」という名称の双方に着目し，発達障害に関連するラベルが態度に対して与える

影響について明らかにすること，2)社会一般の人々の発達障害に対する認識を探索的に検討し，

現在の日本国内において形成されている「発達障害」概念を明らかにすること，3)「発達障害」

概念の内容が態度に与える影響を検討すること，以上3点を目的とした検討を行い，「発達障害」

概念が支援や教育に対して与える影響について整理し，実践に対する示唆を得ることを目指し

た。      

 第Ⅰ部では，先行研究を整理し，発達障害へ児者を取り巻く人々（以下，周囲者）を対象とし

た研究を行う意義と先行研究における国内の態度研究の現状を概観した。第1章では，制度や法

整備の観点から発達障害という用語の社会的注目の高まりと，それに伴う周囲者を対象とした

人々の研究を扱う意義について述べた。また，先行研究を概観した結果，国内の態度研究の知

見は知的障害や身体障害に限ったものが大半であり，発達障害児者に対する態度を検討した研

究は少なく，調査対象が限定的であり，幅広い年齢層の社会一般の人々を対象とした発達障児

者に対する態度研究はおこなわれてきていないことを示した。第Ⅰ部2章では，先行研究を概観

し，本研究で扱う態度の定義について示し，障害児者に対する態度に影響を与える要因につい

て整理した。ネガティブな態度の指標として精神疾患に対する態度の研究において幅広く用い

られているスティグマを，ポジティブな態度の指標として，国内における発達障害児者に対す

るポジティブな態度研究の測定指標に関するレビューを行い，「イメージや印象，または友人

関係や教育，支援など具体的な接触場面での行動を前提として存在する多次元的なもの」と定

義した。また，態度に影響を及ぼす要因のとして知識，接触経験，診断名を取り上げた。この

うち診断名に関しては発達障害という包括的な名称を用いる場合と個別の診断名を用いる場合

とでは，態度に及ぼす影響が異なる可能性について論じた。 

 第Ⅱ部では，第Ⅰ部の内容を踏まえ，個別の診断名が態度に及ぼす影響について実証的な検討

を行うために，大学生を対象とし，注意欠如多動性障害（以下，ADHD）と自閉症スペクトラ

ム障害（以下，ASD）の診断名を取り上げた（研究1，研究2）。研究1ではADHDの診断名を提

示することで，ADHD児の引き起こす問題を深刻に捉えず，問題に対して介入しやすくなるな
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ど一部のポジティブな態度が促されることが明らかとなったが，その他の態度に対しては診断

名の影響はみられなかった。次に，研究2においては自閉症スペクトラム障害，アスペルガー障

害の診断名の違いにも着目した。その結果，提示する診断名の違いではスティグマに差異はみ

られなかった。一方，診断あり条件と診断名を提示しない，なし条件間で知識との影響を確認

したところ，診断名の有無と知識の交互作用が確認され診断あり条件においては知識が高い場

合にはスティグマが低くなることが明らかになった。以上のことから，対象は大学生に限られ

てはいるものの，態度に対して個別の診断名が与える影響は非常に限定的であることが示され

た。    

研究1，2の結果を踏まえ，第Ⅲ部では，人々は個別の診断名を重視しておらず，発達障害と

いう包括的な名称に個人の抱いている多様な発達障害像を当てはめている可能性について論じ，

これらの問題を解決するために「発達障害」概念という要因を扱う必要について述べた。本研

究における「発達障害」概念とは，「発達障害」概念とは，知覚された発達障害というものに

関して，共通する部分を抜き出し，再編成し，個人の中で新たに作り上げた「発達障害」像と

定義した。  

 第Ⅳ部では，社会一般における「発達障害」概念を明らかにするために探索的な検討を行っ

た。研究3では大学生を対象とした自由記述式の質問紙調査を実施し，「発達障害」概念を明ら

かにすることを試みた。その結果，周囲者の「発達障害」概念は，「発達障害児者への感情」

「発達障害に対する理解・知識」，「発達障害児者に対する社会の対応」，「発達障害児に対

する個人の働きかけ」，「発達障害児者に対する認知」，「発達障害に対する統制可能性」，

以上6つのコアカテゴリから捉えられることが明らかとなった。これらのコアカテゴリは先行研

究と近しい理論で解釈可能であった。さらに研究4では，研究3よりも対象を広げ10代から50代

を対象とし，インタビュー調査を実施した。その結果，「評価」，「状態像」，「原因」の3つ

のコアカテゴリに整理された。また，「状態像」のサブカテゴリからも，発達障害に分類され

る諸障害との関連性が想定できた。これらの結果から，周囲者はある程度の医療的な知識や情

報を有した上で「発達障害概念」を形成していることが示されたが，正しいものと誤っている

もが入り混じっていることから，「発達障害」概念と知識は区別して扱う必要性が示唆された。 

 第Ⅴ部では，より多くの周囲者の「発達障害」概念を捉え，態度への影響を検討することを目

指して量的な尺度の作成を行った。研究5では発達障害児者に対するスティグマを測定する尺度

を作成した。研究6では，「発達障害」概念尺度を作成し，態度との関連を検討した。その結果，

信頼性，妥当性ともに許容できる値が得られた。これらの尺度を用い，態度としてスティグマ

とポジティブな態度にステレオタイプ内容と援助行動を取り上げ，「発達障害」概念との関連

を検討した。その結果，スティグマ，ステレオタイプ，援助意識，全てに対して「発達障害」

概念が影響を及ぼしていることが明らかとなった。一方で，全ての態度に対して知識や接触経

験からの影響はみられなかった。これらのことから，知識や接触経験はサンプルの属性や教育

歴によって差が大きいことが，明らかとなった。 

 第Ⅵ部では総括を行った。第11章では，本研究における知見を整理した上で，その意義を述

べ，実践に対する示唆について論じた。主に以下の4点である。 

第一に，個別の診断名と発達障害の名称の使用に関して述べた。個別の診断名を用いる場合

には調査対象者の発達障害に対する知識について把握しておく必要性が求められる。同時に，

調査対象者が発達障害に対してどのような障害を想定しているのかが明らかではないときに発
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達障害という名称を用いると，専門家が想定しているものとは異なる障害（発達障害に分類さ

れる諸障害とは異なる障害）への態度を測定してしまう恐れが考えられる。 

第二に，「発達障害」概念の多様さとその問題点に関して述べた。「発達障害」概念は多様

ではあるが，正しい知識を前提に形成されている可能性があり，内容によっては正誤の判断が

難しく，その形成や変容には時事的な影響を受けやすい。発達障害について周知や啓発活動を

行うことで，周囲者の中に新たな「発達障害」概念を形成してしまう可能性があるため，常に

このことを念頭に置いた上で上記のような活動に取り組む必要性があるといえる。 

第三に，調査対象を一般の人々に広げた意義について述べた。国内における発達障害児者に

対する態度の検討は，小中学生や大学生を対象としたものに偏っており，幅広い年齢層を対象

とした調査はみられなかった。幅広い対象にデータ収集を行い，知識や接触経験の差異を示し

たことで，今後の支援や教育を検討する上で有用な基礎データを提供できたと考えられる。 

最後に，「発達障害」概念が態度に及ぼす影響について述べた。本研究の結果では，知識や

接触経験からスティグマやポジティブな態度に対する影響はみられず，「発達障害」概念のみ

が影響を及ぼしていた。三点目にも述べたように，知識や接触経験はサンプルの属性によって

偏りが大きいことが考えられる。しかしながら，「発達障害」概念は周囲者がそれぞれに自由

に抱いているものであり，発達障害という言葉を聞いたことがある人ならば誰しもが何らかの

概念を有するものである。これらが態度に影響を及ぼすということは，周囲者が抱く「発達障

害」概念を明らかにし，その概念を変容させるように働きかけることで発達障害児者に対する

態度を改善させる可能性があると考えられ，支援や教育に対する様々な応用可能性を有してい

るといえる。 

 第12章では，本研究の課題と今後の展望について述べた。本研究における課題として，1)個

別の診断名と「発達障害」の比較ができていない，2)時系列的な「発達障害」概念の変化を検

討できていない，3)測定指標の問題，4)実際の交流場面における検討が不十分，5)個人の経験や

知識の差異に対する検討が困難である，以上5点についてまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）3,000～6,000字（1,000～2,000語）でまとめること。                                        


